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Abstract– Since education policy dictated by the government affects economic activities and value of
labor power of a country, it needs to be examined. This paper proposes a simulation model of the relations
between education and social stratification, including alternation of generation, based on Bourdieu to examine
education policies. The education policies examined are whether there are relations between one’s academic
background and his/her lifetime income, and what kind of effects are observed when financial support from
grandparental generation is permitted. The main results are as follows: (1) Giving an opportunity to go to
college to low-income population improves total incomes and academic skills because going to college is a key
factor to be high-income. This is effective even if not all colleges employ this policy. (2) Financial support
from grandparental generation may solidify the income class.
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1 背景と目的
本研究では世代交代の中で教育と社会階層の関係を分

析する為の人工社会を提案し，そこで社会的な施策の検
討を行う．
国際成人力調査 (Programme for the International

Assessment of Adult Competencies; PIAAC) により
日本の戦後教育の効果が高かったことが国際的に明らか
になった 15)．一般に教育制度が実際の学力に結びつく
と言われているが，それが改めて確認された事例と言え
る．敗戦後の日本では日本国憲法や教育基本法により教
育機会の平等が示され，公教育が始まった．このような
当時の諸外国に比べて平等な教育によって PIAACの結
果がもたらされたものと考えられる．
しかしながら，少子高齢化の中で教育支出の割合が

減少している．OECD の中でも日本の GDP に対する
教育機関への公的支出は最低であり，OECD 平均が
5.4% である所，日本は 3.4% と極めて低い 7)．先に述
べた PIAACにおいても若年層の学力は中高年のように
諸外国に比べて際立って高いとは言いがたい．これは諸
外国に比べて教育の量や質で劣るようになってきた可能
性を示唆している．
また，親の収入が高ければその子の学力が高くなると

いう報告がある 27)．特にコストがかかると考えられる
大学の進学においては親の所得によって進学率が大きく
異なる 37)．その一方で，学力が収入が高くなるという
調査もある 29)．教育と所得の関係から格差が広まって
いくことついては文部科学省も問題視している 37) とい
う現状がある．
教育格差は悪循環する傾向になる．親の収入によって

得られる教育が変わり，その教育により得られた学力や
学歴で収入が増減する．つまり，教育を介した世代間の
所得移転が発生し，社会的な階層の固定化が亢進する．

しかし，政府の経済援助等で大学に進学できれば高い所
得を得られる可能性も高まり，教育格差による経済格差
の拡大の抑止につながりうる．ここで教育と社会階層に
ついて検討するためには世代交代という要素が必要であ
ることが分かる．
国家百年の計というように教育行政は国の長期的な方
針を示すものである．誤った意思決定は社会に対して大
きな悪影響を及ぼしかねない．試してから考えるという
わけにはいかないのである．だからこそ，政策決定議論
においては事前に政策の効果分析が必要である．
そこで本研究では Bourdieuに基づいた 5) 世代交代に
おける教育と社会階層の関係を記述した人工社会モデル
を提案する．その上でで公的な施策の検討を行う．特に
経済援助や授業時間の増減等，財政と家計に関する政策
を扱う．ただし，ここでは社会階層は所得階層と学歴に
よる階層とする．
これにより格差の固定化や教育の平等性に関する施策
の効果を明らかにし，教育行政や経済行政に資するもの
とする．

2 関連研究
ここでは教育政策の実験や調査について述べ，本研究
の位置付けをする．

2.1 現実で行われた教育施策実験

現実で実際に行われた教育施策に関する実験として
STAR(Student/Teacher Achievement Ratio)プロジェ
クト 19) がよく知られている．これは米国のテネシー州
で行われたプロジェクトで教員と生徒の比率，特に少人
数学級の効果について注目した調査である．1985 年か
ら 1989年までの 4年間実施され，約 6400人の生徒と約
300人の教師が対象となった．世界的にも大規模な調査
であり，少人数学級の有用性を明らかにした．しかしな
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がら，親によって転校や引っ越しが為されてしまう等，
部分的には実験として統制のとれていない部分もあっ
た．実際に教育を行う以上，現実で政策の試行をするこ
との困難さを示しているとも言える．
より小規模となるが，米国ミシガン州でのワイトカー

トらによるペリー就学前計画 11) も教育施策実験と言え
る．これは低所得者層の幼児に対して質の高い教育プロ
グラムを行い，縦断的調査を行ったものである．3歳程
度から小学校卒業までプログラムを実行した結果，教育
を受けた子供の高校での出席率の向上のみならず，彼ら
が中年になった時の所得にまで正の影響が認められた．
これらの実験からはわかることは政策の実証的な効果

測定は重要な一方，相対的に損をする側が存在してしま
う実験では完全な統制を取れないということである．し
たがって，現実的には社会的な意識調査や経済的調査を
行って政策の効果を予測するといったことが多い．

2.2 社会調査

Bourdieu らの調査によれば経済力が教育費につなが
るだけでなく，社会階層の違いは文化資本の違いでもあ
り，この文化資本が親子で伝搬するという 6)．それが仕
事に関する意思決定にも影響を及ぼすとしている．例え
ば所得の少ない親の子は安定した教職のような職業に就
こうとするあまり，高い所得を得られるような職業を結
果的に諦めてしまう傾向にあると報告している．これは
親の社会階層は子の就業意識という形で，子の所得に影
響を与えている可能性を示唆している．
日本での社会階層と社会移動に関する調査としては

10 年に一度行われる社会階層と社会移動全国 (Social

Stratification and Social Mobility; SSM)調査がある．
特に近藤は SSM 調査の結果に対して Bourdieu の分析
枠組みを適用して社会空間を構築し，教育達成が社会階
層に影響を受けたことを示している 23)．
学齢期から青年にかけてを対象とした縦断的調査と

しては耳塚らの青少年期から成人期への移行について
の追跡的研究 (Japan Education Longitudinal Study;

JELS)がある．JELSは学校から職業への以降過程に関
する大規模なアンケート調査である．この調査報告書で
寺崎は親の学歴といった文化資本が子の学習環境整備や
期待につながっているとした 26)．
しかしこれらの研究は現状分析で，政策を事後間接的

に評価しているとしか言えない．そこで社会をモデル化
し，そのモデル上で政策を施行して効果の分析をするこ
とが考えられる．

2.3 シミュレーションによる政策の検討

教育と労働の結びつきといった観点から経済学では教
育投資に関する理論が検討されている 13)17)．しかし，
日本では教育政策の評価はタブー視されており研究はあ
まり多くない 41)．
海外での世代交代を含んだ教育施策の検討として，

Glomm らの研究 10) がある．これは世代重複モデルに
おいて公教育と私教育の比較をする為に環境や技術，所
得分配などを含んだモデルを構築し，公教育は社会の不
平等を急速に小さくすることを明らかにした．更に，社

会の多数派が平均以下の所得しかないのであれば社会は
公教育を選択するだろうとしている．
Benabou は税制という観点から教育の政策の分析を
シミュレーションにより行っている 2)．どのような政策
にすれば最大の税収を効率的に得られるのかを検討し，
積極的な教育投資は相続よりも高い経済成長が見込める
とともに，社会保険のコストも小さくなるとした．
日本では Arai らのエージェント・ベース・モデリン
グ (Agent-based modeling; ABM)によるゆとり教育の
分析がある 1)．ゆとり教育は中位層及び下位層に対して
学力低下につながったとされているが，Araiらの研究は
これを予見したものと言える．
矢野らは学校内における教員配置の ABMのモデルを
もとに，シミュレーションを用いて教員の再教育政策に
ついてのコスト分析をしている 40)．この研究でも教員
の再教育が政策的な課題となった時に予め効果の分析を
行った．
これらのように社会をモデル化し，シミュレーション
を行うことで政策を実施前に検討することは可能である
と考えられる．本研究では教育に関した政策が世代交代
を通じて社会に及ぼす影響を分析する為に Bourdieuの
人的資本に基づく人工社会モデルを構築し，実際に検討
を行う．特に経済的な政策を検討する．

3 教育と社会階層の関係を分析するエージェ
ント・シミュレーション・モデル

本研究では学校や経済システムを含んだモデルを構築
し，そこで政策の評価を行う．ここでは構築したモデル
について述べる．
モデル化としては ABMを用いる．ABMを用いた政
策の分析には既に述べた Arai や矢野の他に，Berger3)

や Boulangerら 4)，Dowingら 9) 等がある．

3.1 モデルの方針

Bourdieuは人間の持つ資本を文化資本，経済資本，社
会関係資本とした 5)．更にこれらは相互に密接な関係が
あるという．
本研究ではそれを基してモデル化を行う．それぞれの
資本には多様な捉え方があるが，本研究のモデルでは文
化資本は親の学歴，経済資本は教育資金，社会関係資本
は学生の学習環境と卒業後の収入として表現することと
する．世代交代においてもこれらを引き継ぐ．
また，この人工社会に存在する学校は小学校，中学校，
高等学校，四年制大学のみとする．専修学校や短期大
学，大学院等は考慮しない．

3.2 学生のモデル

学生は学校の内外で学習をし，学力を高めることを目
的としたエージェントとしてモデル化する．学校を卒業
して進学しなければ学生ではなくなり，社会人となって
所得が決定される．
学生エージェントは次のような更新式によりある科目

i の学力を更新していく．ただし，式中の文字は Table
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1の通りである．

achivementi(t+ 1) =

talenti · fitnessi(class+ subclass) · 1

costi
+ achivementi(t) (1)

まず学習時間は学力と深い関係があることが知られて
いる 36)．そこでこの式では学校内外での学習時間に比
例して学力が増加すると仮定している．また，学生本人
の才能と学力の間に関係があると指摘されており 20)，
本人の学力と授業のレベルが学習効果に関係していると
も言われている 31)42)．そこで才能と学校との適合度の
相乗を学習の効率とし，学力の更新をする．
学習時間については，学校での学習時間は学習指導要

領により決定されるので同学年では等しいものとする．
学校外での学習時間は親の学習への理解や塾等の費用負
担の可否によって変動が予想されるので，親の所得によ
り決定されるものとする．親の所得と学校外での学習時
間については松田の研究 30) をもとに定める．しかし，
現在は法改正により祖父母が孫に対して教育費を一定金
額までなら非課税で負担できるようになった 25)．そこ
で，expenseは親の所得と祖父母の教育費負担の和とし
て，次のような正規分布に従う乱数により学校外での学
習時間を算出する．学習時間は変動しうるものと考え，
毎年値を亢進するものとする．

subclass = N
(expense

1000
+ 0.5, 0.5

)
(2)

一般に高所得の親が進学予備校や私立学校に子どもを
通わせ，その結果として子どもの学力が上がることが考
えられる．このことを公立学校以上に学習時間が長い為
に学力が高くなると捉える．モデルとしては subclass

が増加すれば当然学力は上昇するので表現できているも
のとする．
所得が低くても通いやすいレベルの高い公立学校や国

立学校の存在や個人の努力は確率分布により表現してい
るもとする．
また，1日に可能な学習時間には現実的に上限がある．

そこで，上限値を stimemax とすると次のようにする．

stimemax ≥ class+ subclass (3)

親の所得や祖父母の所得は親から引き継ぐものとす
る．詳細は世代交代の項で記述する．労働者になってい
ない学生にとっては家族の所得が経済資本である．

Table 1 学力の更新式のパラメータ

パラメータ 意味
achivementi(t) 時刻 tでの学力

talenti 学生の才能
fitnessi 学生と学校の適合度
class 学校での学習時間

subclass 学校外での学習時間
costi 学ぶ為に必要なコスト

才能は IQと同様の正規分布から乱数を生成して，生
涯において不変なものとする．生成する式はWechsler

によるもの 18) と同様である．科目ごとに才能は異な
り，それぞれ独立とする．なお，上限と下限を設定し，
それを超えるものは上限と下限の値とする．
適合度は所属する学校とのレベルとの差の小ささから
算出する．学校のレベルは所属学生の学力の平均により
求める．よって平均の学力と等しい値の学力を有した学
生の適合度が最大となる．また，平均から 1標準偏差だ
け離れた学生の適合度は最大値と最小値の中間の値とな
るようなシグモイド関数とする．この適合度は学校が平
均的な学生に向けて授業をすることと，周囲に近いレベ
ルのライバルのような学生がいた方が協力や競争が容易
でより学習効率が向上すること 8) を表している．これ
は所属する集団との関係によって構成される社会関係資
本と見ることができる．
最後に学習コストとは経験曲線効果 12) に関するパラ
メータである．経験曲線効果とはある生産物の総生産量
が増加するに従って効率も向上していく効果のことで
ある．この減少したコストの割合を習熟率というが，こ
れに親の学歴が影響すると仮定する．親が勉強を教えら
れたり，家庭に蔵書が多い等の環境は親の学歴に影響
され，この環境は子どもの学習に影響があるとされる
5)23)．そこで文化資本を親の学歴により構成される環境
とし，親の学歴が高いほど習熟率が高い，すなわち親の
学歴が高ければ学習コストが小さいとする．この親の学
歴の作用は大学別に決まり，中卒と高卒は同様とする．

3.3 学校の入学及び卒業

学校を学力毎に分けられるのは高等学校以降とする．
なお，これ以後，特に断りがなければ学力は各科目の学
力の合計値とする．
学生はまずランダムに小学校に振り分けられる．ここ
で規定年次を過ぎると卒業して中学校に入学するが，中
学校は近隣の小学校の卒業生が入学すると仮定して，小
学校によって決まるものとする．ただし，一定割合はラ
ンダムに進学させる．
中学校を卒業すると一定割合が高校に入学する．高校
はランキングされており，中学校の卒業生は学力順に入
学する高校が決まる．高校の無償化がなされている状
況と仮定して，高校入学に関して所得制限は設けない．
よって高校に入学できないのは学力下位層のみである．
高校を卒業すると一定の割合が大学に入学する．大学
進学は高校と違って実質無償化がされておらず，多大な
コストがかかる．そこで規定のコストを支払える中で学
力順にランキングされ，上位の大学から振り分けていく．
大学を卒業以後は進学先はなく，社会人になるとする．
各卒業タイミングで進学しないと社会人となり，所得
を得る存在となる．留年や浪人は考慮しない．

3.4 社会人のモデル

本モデルでの社会人とは学校を卒業した元学生のこと
であり，0 以上の所得を得ているエージェントとする．
学校卒業後の学力及び一度決定した所得は不変とする．
所得の分布は平成 24年就業構造基本調査 32) の人口・
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就業に関する統計表を基にする．この統計は最終学歴に
応じた所得の調査をまとめたものである．本モデルでは
子育て世代の所得のみ考えることとするので，35 ∼ 44

歳と 45 ∼ 54歳の分布を合算した分布を用いる．
ただし，大卒以上では所属した大学によって所得が変

化することが知られている 33)39)．これは大学内で形成
される交友関係や大学に対する評判といった社会関係資
本によるものと考えられる．そこで大学によって所得の
分布を変化させる必要がある．本研究では大学入試のレ
ベルが高ければ卒業後の所得分布の平均も分散も大きい
と仮定する．

3.5 学校のモデル

学校とは学生にとって教育の環境である．この環境に
は教師や他の学生，教材といったものが含まれ，これら
は学生の学力向上の効率に影響している．
学生のモデルでも述べたように，学校とは所属学生の

平均に対して最も効率的な教育を行うシステムである．
また，入学試験については学生のモデルで述べたよう

に，学校側はランキングされており，上位から振り分け
られた学生を自動的に受け入れるようにする．
本モデルでは私立学校のようにコストが高い学校を明

示的には存在していない．しかし先述したように，公立
高校よりも多い学習時間という観点で表現する．

3.6 世代交代のモデル

本研究の世代交代は親の所得が決定される過程のこと
とする．ここでは，子どもを誕生させる際に出産の年齢
分布から親の年代を決定し，その年齢に該当する社会人
の中からランダムに親が決定される．親から引き継ぐの
は親自身の収入と学歴，親の親の収入 (すなわち祖父母
の収入)で，才能は子が独自に持つものとする．
出産の年齢分布は人口動態統計 24) から作成する．当

該調査では母の年齢分布は 5歳刻みになっているのでこ
の刻みの間は同様の値としている．また，便宜上出産は
22歳以上とし，親の年齢が 22歳未満と与えられた場合
には全て 22歳とする．統計では 10代で出産するものも
存在するが，本人の学歴や所得等の状況が不明で，特に
若年では本人以外の所得で生活している可能性が高い．
よって，22歳未満の親は想定しない．
更に，本モデルでは同等の階層間での婚姻，すなわち

同類婚を想定する．日本では特に学歴における同類婚が
過半数を超えている 22)．

3.7 政策の表現方式

本研究で検討する政策の方向性としては，政府の教育
支出の負担に関するものである．日本は OECD内でも
高等教育に家庭の負担が特に大きい 7) が，仮に国とし
て教育投資を行った方が国際競争力の向上や税収の増加
の可能性がある．よって，国庫と家計のバランスに関す
る政策をシミュレーションし，その結果を分析する．

3.7.1 学校教育の割合

親の所得が上昇すれば予備校や家庭教師へのコストが
捻出しやすくなる為，学習時間は容易に増加する．しか
しながら，1日で学習できる時間には上限がある．つま

り，学校での学習時間を増加させれば，教育資金におけ
る不平等を是正できるはずである．
そこで，学校での学習時間について検討する．教育に
おけるコストの多くは人件費であり，学校内の授業時間
を変えることでコストの調整は可能なはずである．この
分析は教育政策の効率性において検討すべきである．
提案したモデルの中では学校での学習時間と 1日の最
大の学習時間が設定されている．これを操作することに
よりこの政策を表現する．

3.7.2 大学進学のコストの負担

大学の進学には大きなコストがかかる．大学の 7割以
上が私立学校であるが，私立大学の自宅外学生のコスト
は初年度で年額約 300万円である．その為，東京都内の
私立大学学生の平均世帯所得は 900万円近い 34)．これ
を超えるのは児童のいる世帯の 3割未満である．私立大
学が大幅に増加し，大学全入時代とは言っても，全ての
人がそのコストを払えるわけではない．しかし，諸外国
では生活費を含めて国が保証している場合もある．
この大学進学に関するコストをどこまで政府が負担を
するのかを分析する．学力差が大学進学を通じて所得差
につながる本モデルの構造上重要であり，社会的にも
労働者に高度化が求めれている時代では重要な政策で
ある．
学生のモデルでも説明したように，大学進学は学力が
高くても教育資金がなければ不可能である．この制限を
特定の大学のみ取り除く．これをトップ大学に行えば，
実質的に成績優秀者の経済援助をしていることになる．

3.7.3 祖父母の援助

学生のモデル及び世代交代のモデルにおいて説明した
ように，祖父母が孫に与える影響は大きい．特に本モデ
ルでは教育資金の一端を担う存在である．
現実的にも教育資金優遇の税制改正から孫への学資保
険等にも人気が出ており，間接的な富の移転として教育
資金の存在感が増している．ここでも政策を考える．
モデル上は孫に対してどこまで教育投資が可能である
かを政策とする．ただし，政策的な上限値の範囲内で所
得から 1000万円を減じた金額を最大とする．自分の生
活を顧みない教育援助はないとして，祖父母の所得が
1000万円以下だった場合には祖父母の経済援助はない．

3.7.4 政策の対象

政策においては誰をターゲットにして行うかが重要で
ある．教育では底上げを狙って学力下位層向けの政策を
行うことや，逆に学力上位層を優遇してエリート教育を
すると言ったことが考えられる．
今回は学力は高いものの，親や祖父母の収入が低く，
進学のコストの支払いが困難な学生を対象とする．現実
的には経済的な理由により就学が困難な成績優秀者に対
して奨学金や学費免除のような経済援助をする政策であ
る．これを上位大学の所得制限撤廃により表現する．
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4 教育と社会階層の関係を分析するエージェ
ント・シミュレーション

教育と社会階層に関する人工社会を構築し，実験を
行った．パラメータ設定，実験結果，考察を述べる．

4.1 パラメータ設定

ここではシミュレーションのパラメータ設定について
述べる．各パラメータについて 5試行ずつ実験を行う．

4.1.1 定数の設定

シミュレーション中で定数となるパラメータで実デー
タの存在するパラメータについては現実の約 1/100 と
して Table 2のように設定する．学校数等は平成 23年
度学校基本調査 38) を用いて作成している．1 学年の人
口は小学校の在学数を 6で割った商で概算している．
ただし，大学進学のコストを高く設定すると，低所得

者世帯の学生は進学できないのでこの進学率の値を割る
場合がある．その場合，学生が 0人の大学も存在する．
学校あたりの人数は人数を学校数で割った商で与え

る．剰余分は中学校以下ではランダムに学校を割り振
り，高校以降では最低ランクの学校に入学させる．
所得の分布は社会人のモデルの通り，中学校と高校は

統計 32) を用いる．大学については大学毎に Fig. 1 の
ように定めた．なお，以後所得に関する単位は万円と
する．平均と分散が大きい程高レベルの大学である．実
データとの差は Fig. 2のようで約 15%ある．
出産年齢の分布は人口動態調査のデータをそのまま用

いる．ただし，モデルの項でも述べたように，22 歳未
満で出産する者は存在せず，刻み幅の間は同様の値とす

Table 2 定数の設定

項目 実データ パラメータ
1学年の人口 1,127,436 10000

小学校数 21,460 220

中学校数 10,699 108

高校数 5,022 50

大学数 783 8

高校進学率 0.98 0.98

大学進学率 0.5 0.5

学習する科目数 5
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Fig. 1 大学卒業後の所得分布

0 500 1000 1500 2000
income [10,000 JPY]

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

nu
m

be
r o

f p
eo

pl
e

simulatioon
stat

Fig. 2 作った分布と実際のデータの差

る．更にこのデータでは 50 歳以上の出産者が存在する
為，1 ステップ目に小学校に入学した者が 50 歳になっ
た時，すなわち 44ステップ目から世代交代を開始する．
習熟率は高卒以下の親であれば 90%, 大卒では大学の
ランク毎に 1% ずつ減じていく．よって，親の学歴が
トップ大学の学生の習熟率は大学が 8 校あるので 82%

となる．

4.1.2 変数の設定

本研究の政策としては，学校での学習時間，大学進学
のコスト，祖父母の教育資金に対する介入について検討
する．そしてそれぞれについて，学力優秀者に対しては
経済援助を行う．
よって，ここで変数とするのはこれらを表現するパラ
メータである．これを Table 3のように定めた．学校で
の学習時間については 1時間毎，大学入学の所得制限は
100万円毎，祖父母の援助の上限は 500万円毎で実験を
行う．優秀者に対する経済援助は大学入学の所得制限を
撤廃することで表現する．

4.2 シミュレーションの流れ

シミュレーションの流れは Fig. 3 のようである．図
中のエージェントの処理とはエージェントの学習と学
校のレベルの設定，エージェントの進級卒業入学の処
理，社会人となったエージェントの所得の決定のことで
ある．
エージェント側の流れとしては小学校入学後，6年経
過したら中学校へ進学する．中学校で 3年になったら卒
業し，高校進学率に基づいて進学者を決定，選抜者は高
校へ進学する．高校でも 3年経過したら卒業し，大学進
学率に基づき進学者数を決定し，一部の者が大学に入学
する．4年で大学は卒業して社会人となり，所得が決定

Table 3 変数の設定

項目 値
学習時間の最大 10[h]

学校での学習時間 tschool 6 ≤ tschool ≤ 10

大学入学の所得制限 l 0 ≤ l ≤ 1000

祖父母の教育資金の上限 lg lg ≤ 2000

所得制限を求めない大学 上位 1校または上位 2校
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Fig. 3 シミュレーションの流れ

される．各進学機会に進学しなかったエージェントはす
ぐに社会人なり所得が決定される．

4.3 結果

ここではシミュレーションの結果を述べる．学力及び
才能は科目毎の 100 ステップ目での合計値である．ま
た，特に明記しない限りグラフの横軸は大学進学に必要
な最低教育資金，各折れ線は学校での授業時間とする．

4.3.1 祖父母の経済援助がなく成績優秀者への支援が
ない場合

子に影響する家庭環境が親の学歴と所得のみならば，
学習時間も経済的な大学進学の可否も親の所得に依存
する．大卒になれば中卒や高卒より高い所得が得やすい
為，所得にも親の影響が強く現れると考えられる．
100 ステップ目で高校を卒業したばかりの第 88 期目

の学力の平均を縦軸に，大学進学における親の所得制限
を横軸に，学校での授業時間を折れ線毎に示したのが
Fig. 4である．
この時，授業時間によって学力が変化している．ただ

し，大学進学に大きいコストがかかると平均の学力は低
下する．親世代において大学のコストが高い為に大学進
学率が下がり，平均所得も下がり，教育資金が減少した
結果と思われる．500万円が境になるのは初期値の親の
平均所得が 500万円程度の為だと考えられる．
次に所得移転に注目する．100ステップ目で大学を卒

業したばかりの世代である第 84期目の平均所得は Fig.

5の通りである．大学の所得制限を厳しくすると所得の
平均が低下する．しかしピークが 600万円前後になって
いる．これは最低ランクの大学に進学すると高卒者より
も低い所得となる者が出てくる為と思われる．ここで学
校での授業時間が影響しないのは進学先の大学が決定し
た段階で所得分布が決定するからである．
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Fig. 4 祖父母の援助なしトップ大学無償化なしの社
会での学力の平均
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Fig. 5 祖父母の援助なしトップ大学無償化なしの社
会での年収の平均

親が年収 1000 万円超で子も年収が 1000 万円だった
者の人数の平均をプロットしたものが Fig. 6 である．
大学の進学コストが大きい社会になると，高所得者の間
では親子の所得移転が進むことがわかる．これは大学に
進学すると高所得の可能性が高まるからである．
文化資本の階層化を見る為に親子の学歴の相関係数を
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Fig. 6 祖父母の援助もトップ大学無償化もない社会
での親子ともに年収 1000万円超の人数
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見る．1に近いほど親子で学歴が同一となる為，この値
は文化資本の階層化を示す度合いと言える．第 84 期目
で親子の学歴の相関係数が Fig. 7 である．大学のコス
トが増加すると相関も小さくなっている．この社会では
大学のコストが高いと上位大学しか人が集まらず，上位
大学は所得分散が大きい．これによりかえって所得が不
安定になり，教育資金の少ない親が増加したと思われる．

4.3.2 祖父母の経済援助がなく成績優秀者への支援が
ある場合

成績優秀者への経済援助は，しない場合に比べて，大
学進学率を高め，その結果所得も向上し，社会全体で学
力や所得が増えていく効果があることが予想される．
軸は Fig. 4と同様で第 88期目の学力の平均が Fig. 8

である．僅かな差ではあるが，学力の平均が高所得制限
の状況になっても減っていない．これはこの世代の親の
世代が低所得であってもトップ大学に入学し，高収入を
得て，社会全体での教育資金が増えた為と思われる．
所得という観点で見てみると，Fig. 9が所得の平均で

ある．こちらも学力と同様に経済援助により大学進学が
可能になり，その結果所得も上昇したと考えられる．
Fig. 6 と同様に親子ともに所得 1000 万円の人数は

Fig. 10 の通りである．高所得者における所得移転が
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Fig. 7 祖父母の援助なしトップ大学無償化なしの社
会での親子の学歴の相関係数
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Fig. 8 祖父母の援助なしトップ大学無償化ありの社
会での学力の平均
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Fig. 9 祖父母の援助なしトップ大学無償化ありの社
会での年収の平均
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Fig. 10 祖父母の援助なしトップ大学無償化ありの社
会での親子ともに年収 1000万円超の人数

減っている．これは低所得者世帯であってもトップ大学
に進学できるようになった為と思われる．
それでも，経済援助を受けられるのはトップの大学に
進学できる者に限られる．この社会の平均所得は約 500

万円なので，それよりも大学のコストが大きいと親子の
所得移転は進む．しかし経済援助の対象を広げればより
所得移転は抑制できるはずである．上位 2校に広げたも
のが Fig. 11である．より大学に入りやすくなり，所得
移転がより減少している．
第 86 期での学歴の相関は Fig. 12 の通りである．優
秀者への援助がない場合に比べて，大学進学のコストが
高い状況での相関が大きくなっている．これは優秀者へ
の経済援助により高学歴低収入世帯の子も大学進学が可
能になった為と思われる．文化資本は成績優秀者を生み
やすい状況にあると，優秀者への経済援助はかえって文
化資本の階層化を発生させるものとなる．

4.3.3 祖父母の経済援助があり成績優秀者への支援が
ない場合

祖父母の影響を入れると，所得階層の復活現象が起き
る可能性がある．ある代で所得が低くなったとしても，
祖父母の援助により孫の教育費がまかなえる為，学力と
それに連なる所得が増加する機会が生まれる．逆に，祖
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Fig. 11 祖父母の援助なし上位 2大学無償化ありの社
会での親子ともに年収 1000万円超の人数
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Fig. 12 祖父母の援助なしトップ大学無償化あり社会
での親子の学歴の相関係数

父母の所得が低い学生にとっては受験は枠が決まってい
る競争なので相対的に不利になる．
この社会でも第 88 期の学力を見てみる．今回は祖父

母の教育費負担を 1000万円まで可能とした．この時の
学力の平均は Fig. 13 のようである．これまでと同様
に，学習時間が大きな影響を与えているが，大学のコス
トが高い場合には援助がない場合に比べて平均が高い．
これは祖父母が教育資金の援助により孫の学習時間が増
加したからだと思われる．
第 84 期の年収の平均は Fig. 14 のようになった．所

得制限が大きいと年収が低下するが，Fig. 5に比べると
低下は小さい．これは祖父母の援助により親の所得が小
さくても大学に進学しやすくなった結果と思われる．
高所得者の所得移転の様子は Fig. 15 のようである．

大学のコストが小さい状況では授業時間によってばらつ
きがあり，大きい状況では全体的に所得移転が減少した．
これは大学のコストが小さく授業時間が短いと祖父母の
支援により学習時間が増えて所得移転が進み，大学のコ
ストが大きいと祖父母の援助で進学のコストをまかなえ
るようになる世帯が生まれる為に起きたと考えられる．
祖父母から孫への所得移転を見る為に第 84 期で祖父

母も孫も年収が 1000万円以上の人数の平均を見た．祖
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Fig. 13 祖父母の援助ありトップ大学無償化なしの社
会での学力の平均
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Fig. 14 祖父母の援助ありトップ大学無償化なしの社
会での所得の平均
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Fig. 15 祖父母の援助ありトップ大学無償化なしの社
会での親子ともに年収 1000万円超の人数

父母の援助がない場合が Fig. 16，援助を 1000 万円ま
で認める場合が Fig. 17である．祖父母の援助を認める
と祖父母から孫への所得移転が増加する．しかし，授業
時間を長くすると学習時間への祖父母の影響が小さくな
るので所得移転は減る．
ここでも 88期目の親子の学歴の相関を見たのが Fig.
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Fig. 16 祖父母の援助なしトップ大学無償化なしの社
会で祖父母孫ともに年収 1000万円超の人数
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Fig. 17 祖父母の援助ありトップ大学無償化なしの社
会で祖父母孫ともに年収 1000万円超の人数

18である．祖父母の援助を認めると，進学コストが大き
くなっても相関係数の減少は抑えられている．モデルの
設計上，高学歴低所得の親は高所得，低学歴高所得の親
は低所得となりやすい．その上で祖父母が直接的に教育
資金に関与するので世代をまたいだ経済資本の移転から
文化資本が階層化が発生したと思われる．
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Fig. 18 祖父母の援助ありトップ大学無償化なしの社
会での親子の学歴の相関係数

4.3.4 祖父母の経済援助があり成績優秀者への支援が
ある場合

成績優秀者への援助があったとしても，それはあくま
でトップ大学に進学可能な学力のある学生のみである．
祖父母の援助がある場合，祖父母孫間の所得移転で低所
得者層の逆転は減少する可能性がある．
Fig. 19 は第 88 期の学力の平均である．援助がない
場合に比べると大学のコストが大きい社会での学力平均
の低減がやや小さくなっている．
第 84世代で年収の平均は Fig. 20のようで，大学のコ
ストが上昇しても年収の平均はあまり落ちていかない．
親子の所得移転を見る為に親子でともに収入が 1000

万円を超える人数を見たのが Fig. 21である．大学のコ
ストが上昇しても所得移転はあまり増えない．これは優
秀であればトップ大学に行けるとともに，それよりやや
劣るが優秀な学生が祖父母の援助で大学に進学できる為
と考えられる．だがこれは，親の所得が低くなった場合
でも，高所得の祖父母がいればまた高い所得が得られる
という経済資本の階層化となっている．祖父母から孫へ
の所得移転が，親を経由する経路と孫への直接の 2経路
存在している．
高所得者の祖父母と孫での所得移転を見たのが Fig.
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Fig. 19 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会での学力の平均
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Fig. 20 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会での年収の平均
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22 と Fig. 23 であり，それぞれ祖父母の援助を認めな
い場合と 1000万円まで認める場合である．祖父母の経
済援助が可能になると所得移転が起こりやすくなってい
る．しかし，ここでも授業時間の増加は祖父母からの所
得移転を抑止する効果があるようである．
学歴の移転を見たのが Fig. 24 である．大学に行き
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Fig. 21 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会での親子で収入が 1000万円を超える人数
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Fig. 22 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会で祖父母孫ともに年収 1000万円超の人数
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Fig. 23 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会で祖父母孫ともに年収 1000万円超の人数

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900
university cost[10,000JPY]

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

co
rr

el
at

io
n 

co
ef

fic
ie

nt

class[h]
6
7
8
9
10

Fig. 24 祖父母の援助ありトップ大学無償化ありの社
会での親子の学歴の相関係数

やすくなった為に学歴階層の安定化が起きてしまって
いる．

4.4 考察

4.4.1 優秀な学生に対する経済援助

提案したモデルにおいては大学の進学コストが大きい
場合，社会全体の学力や所得が低下する可能性が示唆さ
れた．祖父母の経済援助があるにせよないにせよ，上位
の大学へ低所得者が可能になる機会を提供することは世
代交代における階層の固定化を防ぐ政策と言える．
この人工社会には 8 校の大学が存在する．その中で
トップの 1校のみで優秀者への経済援助の政策を実施し
ただけでも所得移転が減少した．これはトップ大学を卒
業して得られる所得の平均が全ての大学の中で最も高い
ことに起因する．更に，上位の 2校において優秀者への
経済援助を行うと所得移転がかなり減少する．世代交代
によって循環するシステムとなっているので全ての人が
大学に行くような政策を取る必要性は必ずしもない．
一方で，こうした政策を行わず大学進学のコストが上
昇すると，階層の固定化が進み，社会全体の学力も所得
も低下していく．低所得者層が大学進学をして高い所得
を得ることが不可能になる．低所得者の親の下に生まれ
るとそこから逆転できない．一方，高所得者の親の下に
生まれると大学受験の競争も減って高所得を得られる大
学へ入学できてしまう．氏より育ちの社会と言える．
現実の世界で考えてみると，日本は私立大学が多いと
は言え，それでも約 25% は国公立の大学で，在学者の
割合としても 2 割以上である 38)．その中にはレベルの
高い大学が多く，私立大学に比べると学費が安い傾向に
ある．提案したモデルではトップの 1大学，割合として
はたった 1/8の大学での実施でも大きな効果があった．
よって，比較的小さなコストで進学可能な国立大学は国
民全体の所得に対して正の影響を与えている可能性が
ある．
しかしながら，全ての学生が国立大学に行けるわけ
ではない上に，私立大学の学費はは概ね増加傾向にあ
る 35)．しかも大学への進学のコストは学費だけではな
い．遠方の大学への進学は居住等の大きなコストがかか
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る．その結果として地元志向が高まっているという報道
もある 14)．学費免除だけでなく，生活費の充当も必要
と考えられる．そこで，一部の医科大学のように 28) 実
質的に生活費を含めた大学の無償化をトップ校で行えば
社会全体として学力や所得の向上が実現できる可能性が
ある．

4.4.2 祖父母の教育費援助

モデルで説明したように，法改正により祖父母の孫に
対する経済援助が一定金額以下なら非課税となった．モ
デルでは祖父母の所得から一定金額を減じたものを定め
た金額以内で親の所得と合わせて教育資金とした．
このような設定でシミュレーションを行った所，高所

得者層の祖父母から孫への所得移転が見られた．孫への
教育資金の援助は，学習時間を増加させる効果と，大学
進学機会を増やす効果の 2つの効果がある．
この要素は家系で考えた時に保険であると言える．親

を通じての間接的な所得移転だけは不安定である．仮に
トップの大学にいったとしても，必ずしも高い所得を得
られるとは限らない．しかし，祖父母から孫への教育費
支援を加えて，2つの経路を介して所得移転を行えるこ
とになれば，階層化はより強固なものとなる．
しかし，これは同時に低所得者の固定化にもつながっ

ている．ただでさえ学習機会が少ない低所得者は学力の
増進が困難でそもそも受験に勝ちにくい．祖父母の経済
援助の容認はこれを祖父母の代から累積してしまうこと
になる．大学の入学人数は決まっているので差は広がっ
てしまう．
特に成績優秀者の優遇政策を取ったとしても，モデル

で進学は学力順に決まるので低所得で成績優秀者の枠は
経済援助を認めない場合に比べて少なくなる．ただ，こ
れは方針としてどこまで容認するかというオプションと
も言える．シミュレーションの結果から考えると，そも
そもトップの大学の資金面での進学障壁を全くなくせ
ば，所得移転の効果は格段に小さくなるからである．

4.4.3 学校での授業数

提案したモデルでは学校での授業時間は重要だが，特
に所得の期待値が決定される大学への進学は親と祖父母
による教育資金の大小によって決定されてしまう．大学
進学以外に効率よく高所得を得られる方法はない．
しかし，底上げは重要である．現実的には全ての大学

生に経済援助をするのは不可能である．所得階層の固定
化を阻止するという観点に立てば，授業時間の増加は相
対的には親の影響を低減に効果があるようである．ただ
しこれは学力さえあれば大学進学が可能な場合のみであ
る．その為政策が本研究では授業数の増加であった．
だが先述した通り，教育予算の多くは人件費に割かれ

ている．授業時間の増大は多大なコスト増を生む可能性
が高い．そこで，先進諸国と比べて多いとは言えない教
育予算の増加とともに効率的な教育システムの実現が求
められる．

4.4.4 世代交代と人的資本

本研究で提案したモデルは Bourdieuの人的資本を基
にしたものである．世代交代の中で，親や祖父母の所得

を経済資本，親の学歴を文化資本，学校での学習環境や
学校卒業後の所得を社会関係資本として捉えてモデル化
した．関連研究でも述べたように，これらの要素はそれ
ぞれ密接に関係している．それ故，それぞれが相互に関
係しうるモデルとなっている．
シミュレーションの結果，大学のコストが高い状態で
は高額所得者の子どもも高額所得者になりやすいという
経済資本の階層化が見られた．更に，祖父母の経済的支
援を認めることは祖父母から孫への階層化のパスである
ことが分かった．
また，優秀者への経済援助をすると，かえって文化資
本の階層化の発生が示唆された．文化資本は国としての
操作が難しい．しかし，経済支援のみをするだけでは世
代交代の中で階層が生まれてしまう可能性があるので
ある．
本モデルでは学歴と所得しか家庭の影響はないが，家
庭の雰囲気が児童の学習意欲と関係があるとされている
21)．また，社会関係資本を地域単位 16) で考えて，地域
性の考慮すべき可能性がある．このようにより詳細なモ
デルを構築する場合には人的資本から再検討すべきで
ある．

5 まとめと展望
本研究では構築した人工社会は学生が成長し，社会人
になり，親になるという一連の流れを Bourdiueの人的
資本を基にモデル化した．その上で公的な施策を社会に
対して作用させ，施策の効果を分析した．
その結果として，高い所得の見込める大学進学は社会
的に重要な要素であることが明らかになった．そして，
トップの大学に入学できる程度の学力がある学生への経
済的な支援は社会全体の学力や所得の上昇につながるも
のであるという知見を得た．
また，祖父母から孫への経済援助は所得階層の固定化
につながりうる政策であることが分かった．しかし，優
秀者への経済援助を行えばこれは低減できる．
更に，提案したモデルにおいて学校での授業時間は低
所得者層の底上げに重要な意味を持つことが分かった．
低所得者層に対して大学進学時に支援をしても，そもそ
もの学力が低ければその俎上に乗らないのである．
これらのように教育の平等性に大きく寄与すると思わ
れる優秀者への経済支援には，学歴階層の安定化という
効果も認められた．高学歴低所得の親を持つ子どもが経
済支援によって大学に行けるようにもなるからである．
先行研究でも述べたように家庭が子どもに与える影響
は大きく，所得や学歴だけとは限らない．しかし，それ
らをより詳細に記述できれば，モデルとしてよりミクロ
な政策の検討も可能となるはずである．
扱う社会をより広く，世界のモデルとすることも可能
である．優秀な人材の排出は国際競争力に直接つながる
重要な問題であるので有用性も高いと考えられる．こち
らはより上位の将来的な経済方針のようなレベルの政策
評価において効果を発揮すると考えられる．
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